
様式第１号（第５条関係） 

 

新座市新規創業融資利子補給金交付申請書 

 

令和８年４月○日 

 

（申請先）新座市長 並 木 傑 

 

住 所 新座市野火止○－○－○ 

氏 名 ㈱○○産業  

代表取締役 新座太郎    

ＴＥＬ ○○○－○○○－○○○ 

 

 

私は、新座市新規創業融資利子補給金交付要綱第５条の規定により、下記の関

係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 申請金額              円 

 

２ 添付書類  （１）約定利子支払額証明書 

        （２）新規創業融資借入調書 

        （３）償還予定表その他の毎月の返済額及びその内訳が 

わかるもの 

        （４）市税の納税証明書 

 

３ 振込先 

金融機関名 
銀  行 

信用金庫 

フリガナ ｶ)○○ｻﾝｷﾞﾖｳ  ﾀﾞｲﾋﾖｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ ﾆｲｻﾞﾀﾛｳ 

名 義 人 
㈱○○産業  

代表取締役 新座太郎 

支 店 名 ○○○○○  支 店 

口座番号 
１.普通 

２.当座 
12345678 

 

法人は登記のある市内の事業所所在地、

個人は事業主の住民票の住所を記入 

法人は法人名と代表者氏名、

個人は事業主の氏名を記入 

記 入 不 要 

法人は法人名義の口座、個人は事業主名義の口座を記入 

○○○○○ 

「個人情報利用目的外利用同意書」

を提出いただくため、添付不要 

新規の方のみ 



様式第２号（第５条関係） 

 

新規創業融資借入調書 

 

事業所名 ㈱○○産業 

氏名又は代表者名 代表取締役 新座太郎 

事業所所在地 

（登記されている住所） 新座市野火止○-○-○ 

資本金又は出資金 ３，０００千円 

創業年月日 平成（令和）○○年○○月○○日 

業種 製造業（自動車部品の製造販売） 

従業員数 ３ 人 

 

創業に要した費用 

自己資金    ３００   万円 

 

融資額     ５００   万円（融資制度名：新創業融資制度） 

 

その他     １００   万円 

 

合  計    ９００   万円 

令和８年４月○日   

住所 新座市野火止○－○－○          

氏名 ㈱○○産業 代表取締役 新座太郎      

（※法人の場合は法人名及び代表者名を記入してください。） 

※法人は法人名、個人は屋号があれば記入 

※法人は代表者氏名（肩書）、個人は事業主の氏名を記入 

※法人は登記のある市内の事業所所在地、個人は事業主の住民票の
住所か、事業所が市内の別の場所にある場合はその所在地を記入 

※利子補給の対象となる、政策金融公庫からの融資額及び制度名を記入 

※法人は登記のある市内の事業所所在地、個人は事業主の住民票の住所を記入 

※法人は法人名と代表者氏名、個人は事業主の氏名を記入 



 

個人情報利用目的外利用同意書 
                  

            

 

   

（提出先）新座市長 並 木 傑  

 

 

 新座市新規創業融資利子補給金交付要綱第５条の規定の基づく利子補給金の交

付申請に当たり、納税状況等に関し、市が公簿等で確認することに同意します。 

 

 

令和８年４月〇〇日 

 

           住  所  

           （自 宅）  新座市野火止〇―〇―〇     
 
 

 （事業地※１）                    
             

           屋 号※２                     

            氏 名
フ リ ガ ナ

   ㈱○○産業 代表取締役 新座太郎                   

 （法人は法人名と代表者名、 

個人は事業主氏名） 

              生 年 月 日         年     月    日 
（法人は設立年月日） 

           連 絡 先                                        

 

※１ 事業地が自宅と同じ場合、「同上」とご記入ください。 

※２ 屋号がない場合は、記入不要です。 

法人は法人名と代表者氏名、 

個人は事業主の氏名を記入 

この書類は、利子補給の交付要件である「市税に滞納がないこと」を確認するために、納税証明書を

提出いただく代わりに、当課で納税課の保有する情報を利用して滞納の有無を確認することに同意いた

だくためのものです。 

したがって、本書類を提出いただければ、納税証明書の提出は不要となります。 

法人は登記のある市内の事業所所在地、 

個人は事業主の住民票の住所を記入 

法人は設立年月日、 

個人は事業主の生年月日 


